
介護職員として働<理由

やりがいを求めて介護職員となる者が多い。

10。 1

現在の仕事を選んだ理由(複数回答)
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働<上での主な悩み、不安、不満等

％
　
７０

○ 労働条件等の主な悩み、不安、不満等として、「仕事内容の害」に賃金が低い」、「人手が足りない」、 「身体的負
担が大きい」、「精神的にきつい」 といった業務負担に関する悩み等や、「有給休暇が取りに<い」、「休憩がとり
に<い」といった休暇・休憩等に対する悩み等が多<挙げられている。
○ 利用者等に関する悩み等として、「利用者に適切なケアができているか不安J、 「介護事故で利用者に怪我をさせ
! ないか不安」といったケアの実施についての悩み等を挙げる介護従事者が多い。

労働条件等の悩み、不安、不満等 (複数回答 )
利用者及びその家族についての悩み、

不安、不満等 (複数回答)
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(出典)(財)介護労働安定センター 「平成21年度介護労働実態調査」



直前の介護の仕事を辞めた (他の介護事業所へ転職した)理由 :

○  「事業所等の理念や運営のあり方に不満がある」、「職場の人間関係に問題があった」
「他によい仕事・職場があった」「自分の1晋来の見込みが立たなかったJという理由で、
職)している者が多い。

、「収入が少なかった」、

退職 (他の介護事業所へ転

(%)

30.0
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0.0

直前の介護の仕事を辞めた理由(複数回答)

(437)      (1′ 113)     (1′
220)     (1,062)      (237)

(注 )()内の数値は回答者数 (回答労働者数 :6,230)

(資料出所)(財 )介護労働安定センター「平成21年度介護労働実態調査」
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事業所の早期離職防止や定着促進のための方策について

多<の事業所が「早期離職防止や定着促進に最も効果のあつた方策」として挙げている事項は、以下の事項である。
・ 賃金・労働時Fo3等の労働条件を改善する
・ 職場内の仕事上のコミュニケーシ∃ンの円滑化を図っている
・ 非正規社員から正規社員への転換の機会を設けている (特に施設系に効果)
・ 労働時間の希望を聞<(特に訪間系に効果)
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願訪問介護 鷹通所介護  特別養護老人ホーム ・老人保健施設 (出典)(財)介護労働安定センター 「平成21年度介護労働実態調査」



地域別の離職率の状況

事業所の所在する地域別の離職率を見ると、都市部ほど離職率が高<なる傾向が見られる。

地域別離職率

施設介護職員篭る.7

介護職員

16.1

15。 2

訪間介護員

(%)

30

20

10
町
村

他
の
市
口区

政
令
指
定
都
市
ロ

２
３
区

(資料出所)(財)介護労働安定センター「平成2」 年度介護労働実態調査」
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都道府県別有効求人倍率評成22年 7月 )
○ 介護関係職種の有効求人倍率は、地上或ごとに、大きな差異がある。
○ 基本的には、職業計の揚含と同様、介護関係職種の有効求人倍率も、地方よりも都市
部の方が高 <な っている。東北・北海道、九り中|・ 沖縄では、介護関係職種の有効求人倍
率が 1を下回っている場合が多い。

都道府県別有効求人倍率 (平成22年7月 )

(資料出所)厚生労lSl省「職業安定業務統計」

(注)介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。
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介護事業に従事する介護職員と看護職員の数の推移

介護職員に比べて、看護職員の増加の伸びが小さ<なつている。

(万人)
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0

介護職員と看護師・准看護師との常勤換算従事者数の比較

介護職員
―

/
看護師鳳准看護師

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

介護職員と看護師・准看護師の常勤換算数の増加率

常勤換算従事者数 (万人 ) 増加率 (%)

平成 12年度 平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成20年度 平成12～ 20年度 平成19～ 20年度

看護師・准看護師 11.7 12.9 14.1 14.7 15.4 15.7 16.1 16.1 16.3 40.1 1.7

介護職員 34.3 43.5 50.0 58.0 65.8 73.9 79.0 82.8 86.5 152.1 4.6

(資料出所)厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」
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介護の担い手と介護職員の見通し

0 2007年から2025年にかけて、生産年齢(15～64歳)人□は約15%減少し、労働力人□も約5～
13%程度減少すると見込まれる。一方、必要となる介護職員数は倍増すると推計される。
○ この結果、現行のサービス水準を維持・改善しようとする場合、労働力人□に占める介護職員数の害」
合は、2007年から2025年にかけて、倍以上になる必要があると見込まれる。

生産年齢人口、労働力人口、必要介護職員数の見通し(試算)

(万人) (万人)

10′000

労働力人口に占める介護職員の割合

8′ 000

4′ 000
(資料出所)国立社会保障 。人□問題研究所「日本の1零来推計人□(平成18(2006)年 12月 推計)J

雇用政策研究会「労働力人 EIの見通し(平成 19年 42月 )」 、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーションJ、 総務省「労lelヵ 調査」、「人□推計J、 厚生労 lll省

「介護サービス施設 。事業所調査」

注)2025年の生産年齢人□は出生中位 (死亡中位)推計の値。労働力人□は20」 7年から2030年

の「労10J市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の介護職員数は社会保障国民会議のAシナリオ～82・ B3シナリオ

の値c
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2007年 2025年

介護職員数 1172万人 212～255万人

労働力人□ 6,669万人 5,820-6,320万 人

害」含 1.8% 3.4～44%
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医療・介護分野全体の人材の見通し

2025年には、必要となる医療・介護分野全体の人材数は、労働力人□の 1害」前後になると見込まれる。

10′000

8′000

6′000

4′000

生産年齢人口、労働力人口、必要となる医療・介護分野全体

の人材数の見通し(試算)
(万人)                              (万 人)

労働力人口に占める医療・介護分野全体
の人材の割合

(資料出所)国立社会保障 。人□問題研究所「日本の1専来推計人□(平成18(2006)年 42月推計)」

雇用政策研究会「労
llll力 人□の見通し(平成 19年 12月 )」 、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーション」、総務省「労lll力調査」、「人□推計」、厚生労働省

「介護サービス施設・事業所調査」

)主 )2025年の生産年齢人□は出生中位 (死亡中位)推計の値。労llll力 人□は2017年から2030年

の「労働市場への参加が進んたケースJと「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の医療・介護分野全体の人材数は、社会保障国民会議のAシナリオ～

B3シナリオの値。
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2007年 2025年

医療 。介護分野

全体の人材数
385万人 551～684万人

労働力人□ 6,669万人 5,820～ 6,320万人

害」含 5.8% 8.7ヘノ11.8%
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マンパワーの必要量のシミュレーション
(「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護費用のシミュレーション」より)

(注 1)実数の見込みを示したものである。
(注 2)医師・看護職員・医療その他職員の非常勤の割合については、現行から変動する可能性があるので、5%程度幅のある推計値となっている。
(注 3)医師及び看護職員については、病棟については病床当たりの職員配置を基本に配置増を織り込んで推計し、外来については患者数の伸びに比例させて
推計した。また、在宅の看取リケアの体制強化を一定程度見込んだ。さらに、急性期や亜急性期 '回復期等の病床に勤務する医師及び看護職員について
は、役割分担による負担軽減を見込んでいる。医師については、他の職種との役割分担により、B¬ シナリオでは10%、 B21B3シナリオでは20%業務量
が減ることを見込んだ(平成19年度厚生労働科学研究「質効率向上と職業間連携を目指した病棟マネジメントの研究」を踏まえて計算)。 看護職員につい

ては、医師の業務を分担する分と、他の職員に分担してもらう分とが相殺すると仮定した。

(注4)介護職員は施設・居住系については利用者数の伸びを、在宅については利用額の伸びにより推計。Bシナリオでは施設のユニット化推進による職員増を
見込むとともに、訪問介護員については非正社員(1月 の労働時間617時間)が介護職員の非正社員 (1月 の労働時間1209時間)並みに勤務すると仮定
して推計している。((財 )介護労働安定センター「平成19年度介護労働実態調査」による。)

(注 5)医療その他職員には、病院・診療所に勤務する薬剤師、OT,PTなどのコメディカル職種、看護補助者、事務職員等が含まれる。           32
(注 6)介護その他職員には、介護支援専門員、相談員、OT,PTなどのコメディカル職種等が含まれる。      .
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B2シナリオ B3シナリオ

医師 27. 5万人 32.

～   34.
9万人

3万人

31.7万人
～  33.1万人

32.1万人
～  33.5万 人

32.

～   34.
7万人
1万人

看護職員 132. 2万 人 169.6万人
～ 176.7万人

179.7万人
～ 187.2万人

194. 7フラノk
～ 202. 9万人

198. 0万人
～  206.4万人

介護職員 117.2万 人 211,7万人 250. 1万人 255.2万人 255.2万人

医療その他職員 78.1万 人 83.

～   87.
4万人
6万人

94. 5万人
～ 99.1万人

108.1万人
～ 113.5万人

109.6万 人
～ 115.1万人

介護その他職員 30. 0フラノk 53.5万人 71,8万 人 73.6万 人 73.6万人

合計 385. 0万人 551.1万 人
～ 563. 8万人

627. 8万人
～ 641.3万 人

663,7万人
～ 678.7万人

669. 1万人
～ 684.4万人




